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サステナビリティ
アイティフォーは、「寄り添うチカラ」で人々の感動と笑顔を生み出すために、

私たちのシステムやサービスで、地域社会や人々のライフステージすべてにおいて未来へのサプライズを提供。

地球環境や経済システム、社会の発展に貢献し、持続可能な未来の実現を目指します。

サステナビリティ基本方針
地域社会と人々のライフステージすべてを

イノベーションでサポートし、サプライズを提供することで、

サステナブルな未来を実現します

　アイティフォーグループのサービスは、地域社会や人々のライフステー

ジにおいて活用されています。例えば出生、入園、入学から卒業、就職、

結婚、出産、そしてセカンドライフまで、あらゆるシーンに及びます。ア

イティフォーはこれらのサービスが事業活動を通じて優れた価値を提

供し続けることで、地域社会や人々に驚きや感動、そして笑顔を生み出

し、地域社会への貢献と持続可能な未来の実現を目指しています。

　アイティフォーでは、サステナビリティ経営を推進するために、代表

取締役社長自らが委員長を、そして3名の取締役が副委員長を務める

「サステナビリティ委員会」を設置しており、メンバーは各事業部か

らさまざまな等級の社員が参画しています。マテリアリティ（重要課題）

の取り組みについては、地方創生推進委員会、人財推進委員会、環境

推進委員会の3つの推進委員会を設置、3名の取締役が各推進委員

長を務めています。これにより、アイティフォーは重要課題に対し迅速

　アイティフォーは、サステナブルな未来を実現する活動を推進する

上で、ステークホルダーエンゲージメントを重視しています。さまざま

なステークホルダーとのコミュニケーションで得られた意見を企業

活動に活かすためにも、積極的かつ適切な情報開示を行うことでステー

クホルダーとの信頼関係を築き、共に歩み、発展していきたいと考え

ています。

■基本的な考え方

■推進体制

■ステークホルダーエンゲージメント

●人々のライフステージすべてのサポーターとして、皆様に常に「寄
り添うチカラ」で事業活動を実施し、感動と笑顔を生み出す社会
づくりに貢献します。

●コミュニティとのエンゲージメントを通じて社会課題を共有し、地
方創生による社会貢献を目指します。

●地球環境に最大限配慮した経営を実践し、システムやサービスを通
じて、気候変動をはじめとするお客様の多様な課題解決にも貢献
します。

●多様な人財が個性を活かし、働きがいのある、平等で多様な環境
を提供します。

●DX推進により、社会インフラを構築し、持続可能な街づくりに貢献します。

に対応することが可能となり、サステナビリティの取り組みを拡大・

進化させます。

　サステナビリティ委員会の活動は、定期的に取締役会に報告し、必

要に応じて指示を受けます。取締役会で受けた指示内容は、サステナ

ビリティ委員会を通して円滑に各本部およびグループ会社に展開し、シー

ムレスに取り組める体制を実現しています。

地方創生推進委員会
　地方創生推進委員会では、地方創生に関する施策の検討と、主幹部

門である事業本部への提言を行います。さらに、協賛活動や対外的な

取り組みの主導もしくは支援、従業員への地方創生推進に関する内容

の浸透を進めています。

人財推進委員会
　人財推進委員会では、人的資本に関する方針・施策の検討と、主幹

部門である人事部への提言を行います。また、社外への情報開示の支

援や、従業員への人財の深化に関する内容の浸透を推進しています。

環境推進委員会
　環境推進委員会は、IT企業としてアイティフォーの気候変動対応の

あるべき姿の検討、事実に基づいた検証を実施しています。また、総務

部への施策の提言や、従業員への環境への取り組みに関する内容の

浸透を推進しています。

2023年度の活動

取締役会

事業本部 技術開発
本部

管理本部 各グループ会社

地方創生
推進委員会

人財
推進委員会

環境
推進委員会

サステナビリティ委員会

委員長

代表取締役社長

副委員長

技術開発本部長
事業本部長
管理本部長

お客様
（顧客）

学生 取引先・
協力会社

株主・
投資家

従業員・
従業員家族

地
域
社
会（
個
客
）

ステークホルダー 主な対話方法

お客様
アイティフォーグループが提供する製品・サービスなどを
ご利用いただく団体・企業などすべてのお客様

セミナー、ユーザー会・研究会、その他イベント

株主・投資家
アイティフォーグループの株主の皆様はじめ、
個人や機関投資家の皆様

株主総会、決算説明会、投資家説明会、
個人投資家向け個別セミナー、各種報告書発行

従業員・従業員家族
グループ会社を含むすべての従業員と、
そのご家族などの皆様

社内研修、イントラネット、四半期ごとの面談、
組織診断サーベイ、ITFORホットライン、
家族も参加可能なイベント開催

地域社会
アイティフォーグループ自身やお客様を取り巻く
地域社会全体

未来のIT人財育成の支援、各種イベントへの協賛活動、
地域の社会インフラの構築、被災地への復興支援

取引先・協力会社
アイティフォーグループの事業において、
さまざまなご協力や取引をさせていただいている
ビジネスパートナーの皆様

日常の調達活動、
サプライヤー評価（アンケートや訪問）等の実施、
品質改善報告会、品質監査、購買・調達活動

学生
アイティフォーグループの内定者をはじめ、
当社を志望する就職活動中の方、
当社とともにITを通じて社会に貢献したい学生の皆様

インターンシップ、会社説明会、
大学との実証実験、採用ページでの情報発信、
SNSを活用した採用活動

ステークホルダー 2023年度活動内容

お客様
ユーザー会9回、セミナー3回開催。
ユーザーの方を対象とした九州・沖縄地区のコールセンターセミナーを開催。セミナーだけではなく実地視察も実施。

株主・投資家
投資家の皆様との面談は年間約40件と増加。
個人投資家向け施策として説明会にも積極的に参加しており、年2回株主通信も発行。

地域社会
九州における自然災害からの復興を象徴するイベントとして開催した「ツール・ド・九州2023」や、「全国選抜小学生プログラ
ミング大会」など各種協賛活動のほか、本社において中学生の職場体験などを実施。

取引先・協力会社
開発案件にて、取引を継続している協力会社の皆様には、実施いただいた作業や成果物に対して評価を実施。
年1回、協力会社の皆様へその評価報告を実施し、継続的な品質向上に向けた活動を依頼している。

従業員・従業員家族
創立記念日である2023年12月2日に、日頃の感謝の気持ちを伝えるとともに、アイティフォーへの理解を深めていただく
ことを目的に従業員家族やパートナーを招待する「ファミリーサンクスデー」を本社にて開催。

学生 各地方大学への積極的な会社説明会を実施。
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管理本部 人事部
人財育成グループ 課長

人財推進委員会リーダー

浅井 栄子

事業本部 事業推進部
スペシャリスト

地方創生推進委員会リーダー

藤田 洋右

CTIシステム事業部
営業部一部 部長

地方創生推進委員会リーダー

森田 有彦

サステナビリティ推進委員会のリーダー3名が語る

アイティフォーらしい活動で、
もっとサステナブルな企業へ 藤田：地方創生推進委員会は、地方の人口減少や人手不足という課

題に対し、まず、キャッシュレス決済を浸透させていくことを一つ目の

テーマにし、人口20万人以上の自治体のキャッシュレス導入状況を

調査しました。もう一つのテーマは、サイバーセキュリティ対策です。

　最近、企業や病院、図書館などにも身代金を要求するランサムウェ

アが侵入したというニュースを耳にします。そのため沖縄県から北海

道まで即座にサポートできるよう、全国のシステム開発企業に対し協

業を呼びかけています。委員会からの働きかけにより、多くの営業メン

バーとも連携することで、少しずつ取り組みの輪が広がりつつあります。

森田：まさにアイティフォーならではの活動ですね。大手のIT企業と

契約をしても、地域によってはすぐに駆けつけサポートが受けられな

いケースもありますから。

浅井：人財推進委員会では、まず、ダイバーシティをテーマに活動しま

した。あるお客様にお話を伺ったのですが、その中で印象的だったの

が体制です。当社の場合、委員会がダイバーシティや女性活躍の推進

の役割を担っていますが、そのお客様の会社では人事部に専任のダイ

バーシティ推進担当者がいらっしゃるとのこと。専任のサステナビリティ

担当者がいることで、企業内で持続可能性に対する意識が高まり、企

業文化の一部として定着しますので、とても良いと感じました。

森田：私は営業担当で、最初は兼任であることにプレッシャーを感じ

ることもありましたが、今ではとても良い機会だと感じています。違っ

た視点を持つことでお客様のニーズに対する捉え方も少し変わりま

した。大変なこともありますが、従来の主業務に良い影響を与えてくれ

ていると感じています。一方で、兼任であるがゆえの悩みもありますね。

環境推進委員会はCDPへの回答の一翼を担っていますが、質問分野

が多岐にわたっており専門的な内容も多く、委員会のメンバーは質問

の理解に多くの時間を割くことになります。大変ではありますが、知識

のある社員が増えていくことで、会社の文化に環境意識がしっかり根

付いていくと思っています。今年からはCO2排出量の算定サービスの

利用を始めるなど、排出量算定の効率化と見える化も進めています。

浅井：当社では、既に有給休暇取得率や女性従業員割合などのKPI

を開示しています。これらの取り組みをしっかり評価、PRできるよう

認証取得に向け活動中です。2023年度は厚生労働省の「トモニン」

(「仕事と介護を両立できる職場環境」の整備促進のためのシンボル

マーク)や、福利厚生表彰・認証制度「ハタラクエール」を取得しました。

社内および社外の皆様に自分たちの活動をお知らせすることで採用

にもつながりますし、お客様からの当社に対する信頼度も向上する

かもしれません。また、社員やそのご家族のエンゲージメント向上も

期待できます。そういった意味で、非常に有意義であると感じています。

また、2033年までに全国の従業員数を現在の3倍以上に増やす目標

藤田：地方創生は、アイティフォーにとって最も重要な課題、マテリアリティ

の一つです。私たちがご提供するソリューションはそもそも経営理念の「『寄

り添うチカラ』で人々の感動と笑顔を生み出す」が常に原点にあります。

その中で、特に重要なのが、地方の持続可能性向上を支援することであ

ると考えています。

　アイティフォーは、2021年12月に基本方針を策定して以来、サステナ

ビリティについて全社で取り組みを行っています。サステナビリティ活動

は、各事業部の営業活動と一体で考えていく必要があると言われていま

す。実際、営業の皆さんやエンジニアの皆さんと一緒に活動することが多

いです。負担が増えているというのが現状ですが、活動を推進することで

社員の皆さんの理解が深まり、日々の業務にサステナビリティ活動の内

容を取り込むことも増えてきました。より良いサステナビリティ活動へ少

しずつですが進化していると思います。

浅井：それはありますね。私は人事部で、人財推進委員会のリーダーで

もあるのですが、当社にはこれまで培ってきた強固な顧客基盤があり、

地方のお客様の変革を支援するチカラに関して他社が追随できない

ノウハウを持っていますから、そういうものを伝承して発展させる人財

の育成やキャリア開発に重きを置いています。

森田：環境推進委員会は二つの視点で活動しています。まずは、当社グ

ループのCO2排出量を増やさないことです。例えば本社では、コピー機

を排除し、完全なペーパーレス環境を実現するとともに、再生素材やカー

ボンオフセット製品を最大限に活用したフロアを設けました。もう一

つは、お客様のCO2排出量削減への支援です。通信やサーバーは電力

消費を伴いますので、消費電力を抑える提案や、業務効率を高めるサー

ビスの提供によって環境負荷を低減するといった提案もしています。

　委員会は各部署横断のメンバーで構成されていますし、サステナビ

リティ委員会の中でもローテーションがありますから、メンバーそれ

ぞれが多様な視点を持っていますね。

藤田：活動としては、2023年まではリーダーを決めないフラットチー

ムでしたが、2024年からはリーダーを決め、各重要課題について取り

組みを強化しています。社長をトップとするサステナビリティ委員会が

月1回と、3役員を委員長とする私たちの3つの推進委員会は月1回開

催し、さらに各年度のアクションプランも展開しています。

浅井：人財推進委員会も、人財育成だけでなく、ダイバーシティや働き

方などテーマが多いので、営業や開発で忙しいメンバーも会議前に情

報を共有したり、オンラインで参加したりと工夫しながら、議論を重ね

ています。

1
アイティフォーにとってのサステナビリティとは？

「寄り添うチカラ」を原点に、アイティフォー
ならではの活動を部署横断メンバーで推進

2
2023年度の委員会の主な活動は？

地方の課題解決、人財多様性の向上は、
会社としての重要課題

を掲げています。それだけの規模の人たちに生き生きと働いてもらえ

る環境を作っていくことは、人事部にとっても私たち委員会にとって

も大きなチャレンジです。ダイバーシティについても、IT系企業は女

性の採用を増やすことが容易ではありませんので、その中で管理職

の女性を増やしていくことは今後も大きな課題になると思います。

藤田：技術職はたしかに女性が少ないですが、残念ながら営業職に

もあまりいないですよね。もちろん職場の中で男女の区別はないの

ですが、絶対数が少ないですね。

森田：私が所属するCTIシステム事業部には、女性の営業職の方が

います。モチベーション高く、積極的に仕事に取り組んでいますので、

今後は彼女たちが管理職を志向できるよう育成していくことが重要

ではないでしょうか。

浅井：せっかく入社してくださったのですから、結婚や出産などのライ

フイベントを経験しても、自由に働ける環境をきちんと作らなければと

思います。もちろん制度の策定に留まらず、それを活用できる環境構築

も必要ですね。

藤田：管理職だからといって長時間労働を強いられることもありませ

んから、営業部門でも女性の管理職が増えることを期待しますね。

浅井：実際、中途採用の面接などで、女性管理職のロールモデルはい

ますかという質問をよく受けます。当社ではまだ女性管理職が多くは

育っていません。この点は成長の余地と捉え、性別に関係なく誰もが

リーダーシップを発揮できる多様性ある環境に整えていきたいです。

藤田：サステナブルな企業であり続けるためには、社会に対する影

響力を大きくしていくことも重要だと考えます。アイティフォーは、

2023年度に全国新聞社事業協議会主催の「全国選抜小学生プログ

ラミング大会」に協賛しました。次世代のIT人財を育てるとても良

当社の社員は、日常の営業活動に
サステナビリティ活動を自然と取り込むことで
地方のお客様を常にご支援しています（藤田）

3
サステナブル企業を目指して

新たなサービスの継続的な創出で、
社会全体のサステナビリティを支援
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いイベントで、当社の対外的な認知度向上にも寄与したと思います。

2024年も引き続き協賛が決まっています。ちなみに2023年度のア

イティフォー賞の受賞者が近隣県の代表でしたので、当社にて受賞

作品のプレゼンテーションを実施していただきました。

浅井：覚えています。小学3年生(当時)のプレゼンテーションとは思

えない素晴らしい内容に驚きました。

森田：あれは、社内の人たちにも良い刺激になったと思います。こうい

う人財に、会社が意識をしっかり向けているのだなと感じましたね。

藤田：あともう一つ、当社のユーザーが多い沖縄県では、2022年か

ら連続で沖縄県の「ResorTech EXPO」に出展しています。地元の

企業や自治体のほか、就職活動中の学生さんなども来場されます。実

はある沖縄県内の新聞社による調査によると、沖縄県の就活生が選

ぶ「入社したい企業ベスト50」の中にアイティフォーが46位にランク

インしました。

浅井：人財推進委員会では、人事部と共に、人的資本に関するデータ

の見える化を強化しようと現在取り組んでいます。勤怠管理について

は、平均残業時間、有給休暇取得率、就業中の自己研鑽時間などに加

え、それぞれの目標の進捗状況についても、システム上で最新データ

を社員全員がいつでも見られるようになっています。これは目標の進

捗状況の見える化によって社員の意識を高めることが狙いで、例えば、

自己研鑽の時間5％の目標に対し、2023年度の実績約2.2％から今

年度は3％に上げたいと考えています。有給取得はいろいろな施策が

功を奏し、既に80％の取得率をクリアしています。2024年度は85％

を目指すべく、全社員アンケートからのアイディアをもとに新たな休

暇枠を設ける予定です。例えば、学びの休暇と奨励金をセットにする

案などが出ています。奨励金制度は、難易度の高い資格の場合は3回

まで、普通レベルの資格は1回分の受験費用と学びの資金を渡すとい

うもので、2023年に制度化した結果、受験者数が目に見えて増加し

たという効果が出ています。

森田：現在の人事制度になってから個人の目標が決めやすい、あるい

は決めなければならないという意識が高まり、資格の取得が増えた

ということもありそうですね。

　環境面では2023年度は複合機の台数を全社で40％削減しました。

実は、削減したコストの一部は、月に数回、業務後のハッピーアワー

で無料のアルコールを含む飲料を提供するために活用されています。

また当社では紙の承認プロセスが残っているのが大きな課題ですが、

これを解決するために管理本部のDX推進リーダーを中心に業務フ

ローの見直しが進んでいます。その他には、所沢ビルの改装で屋上へ

の太陽光パネル設置や空調機の全面リニューアルにより電力使用量

を約50％削減するなど、環境負荷低減に取り組みました。

藤田：他にも、内閣府が推奨する「地方創生テレワーク」は、東京以外の

地域で事業所を作ったり従業員が転居したりと、人や仕事を地方分散

させることで地方創生を目指すもので、当社もこれに賛同しています。

賛同してから約1年が経ちましたので、今、その効果を検証しています。

また、企業版ふるさと納税を2022年度から継続しています。2023年度

は、当社のキャッシュレス決済ビジネスにも影響を及ぼす半導体の工

場誘致を促進している熊本県に、昨年に引き続き寄付を行いました。他

にも、グループ会社イーブ社の拠点であり令和6年能登半島地震が発

生した石川県、さらには旅行者向けのキャッシュレス決済普及を促進

している外国人観光客に人気の青森県にも寄付をしています。

浅井：私たちが取り組めることはまだまだたくさんありますから、今

後も委員会メンバーが新陳代謝していくことで、社員の皆さんがサス

テナビリティに対してより積極的に活動しやすくなるよう、サポート

をしていけるといいですね。

森田：私たちはITソリューションを提供しているわけですから、地域

が抱える社会課題を解決するためにブロックチェーンやAIなどの新

しい技術を積極的に世の中に導入して、社会全体のサステナビリティ

につながるソリューションをもっと広げていかないといけないですね。

藤田：私たちのお客様の、その先にいらっしゃる消費者やユーザーの

皆様を常に意識して、サステナブルな製品やサービスを継続的に生み

出していく、そこが大事だと思います。引き続き、全社で、さらにはアイティ

フォーグループ全体でサステナビリティに取り組んでいけるよう、私た

ち委員会も頑張りましょう。

管理職になってもらう女性を増やすのは
今後も大きな課題になると思います（浅井）

社会全体のサステナビリティにつながるソリューションを
もっと広げていかないと、ですね（森田）

環境負荷の低減
温室効果ガス排出量削減に関する直接・間接的な取り組みを進め2030年まで排出量半減に向けてチャレンジするとともに、

気候変動リスクによる事業影響への適応に努め、事業継続性の観点からBCP対策のソリューションも提供します。

　世界的な気候変動による気温上昇、豪雨や洪水といった甚大な自

然災害など、私たちは環境負荷の増大に起因する大きなリスクを抱

えています。

　アイティフォーは、自らが積極的に環境負荷低減に取り組むと同

時に、提供するサービスを通じてお客様の取り組み推進に貢献します。

温暖化対策では、国際的枠組みに基づいた温室効果ガス排出量規制

の強化に向けた取り組みを進めています。また、気候変動リスクとし

て災害対策も必須と考えており、業務継続性の観点からBCP対策の

ソリューションも提供します。

　環境推進委員会では、気候変動に関するリスクと機会の分析を行い、

その影響の調査に取り組んでいます。2050年までを考慮したシナリ

オ分析では、移行リスクのうち政策・法規制リスク、市場リスク、およ

び物理的リスクのうち急性リスクについては、重大な影響はないと予

測しています。

　当社では、株式会社肥後銀行が提供するzero-carbon-system「炭

削くん」を導入し、CO2排出量の可視化を進めています。2023年度か

らはグループ会社でもScope1・2の算出を開始。アイティフォーグルー

プ全体の排出量は567t-CO2となっています。

環境負荷低減を実現する新たなワークスペース
　ESGへの取り組みの一環として、所沢ビルを人と環境にやさしいワー

■基本的な考え方

■主な取り組み

クスペースに改装しました。室内照明のLED化、空調機の全面刷新、熱

遮断率の高い窓の採用、屋上への太陽光パネルの設置などにより電力

使用量を約50％削減しています。また、車いすの方でも不自由なく働け

るように小規模なエレベーターを設置するなど労働環境の改善も図っ

ています。

キャッシュレス決済による貢献
　キャッシュレス化は、現金の「発行」「輸送」「管理」におけるCO2排出

量削減が見込めます。アイティフォーは、地域金融機関などにキャッシュ

レス決済プラットフォームを提供することで、地域のキャッシュレス決

済の推進と地域経済活性化を支援しています。

クラウドによる環境負荷低減
　AWS（Amazon Web Services）を基盤とした次世代型クラウドサー

ビス「IPaC（アイパック）」は、より環境への影響が少ない強靭なシステ

ム基盤を提供しています。グローバルレベルでのエネルギー効率化と

再生エネルギーの活用により、これまで以上に電力消費量、CO2排出

量削減に貢献し、脱炭素社会の実現を目指します。

気候変動イニシアティブへの参加
　気候変動イニシアティブとは2018年7月、宣言「脱炭素化をめざす世

界の最前線に日本から参加する」に賛同する企業や自治体、NGOなど

を対象に設立されたもので、気候変動対策に積極的に取り組むための

情報発信や意見交換を強化するためのネットワークです。アイティフォー

は2021年11月から参加し、得られた情報を内外の活動に役立てています。

CDPへの回答
　CDPは、英国の慈善団体が管理する非政府組織（NGO）であり、

投資家、企業、国家、地域、都市が自らの環境影響を管理するための

グローバルな情報開示システムを運営しています。アイティフォーは、

2022年よりCDPの質問書に回答し、気候変動関連の情報開示を行っ

ています。

「ツール・ド・九州2024」に協賛
　アイティフォーは、2024年10月11日から10月14日に開催のサイ

クルロードレース「ツール・ド・九州2024」にシルバーパートナーとし

て協賛します。このイベントは、カーボンニュートラルを意識した環

境負荷が少ない運営や自然環境への配慮など、地域貢献・復興、環境、

健康、先端技術の実証の視点から九州の持続可能な未来のためにさ

まざまなSDGs達成に向けた活動を実現することを目標としています。

アイティフォーはサイクルレースの域を超えた未来志向のイベントを

目指していることに賛同し、昨年に引き続き協賛しています。

排出量（t-CO2）

2021年 442

2022年 433

2023年 414

■CO2排出量（単体）

※Scope2はロケーション基準

環境に配慮したオフィス 屋上に太陽光パネルを設置
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アイティフォー統合レポート2024 アイティフォー統合レポート2024

　アイティフォーは、「『寄り添うチカラ』で人々の感動と笑顔を生み

出す」という経営理念を実現するために、その原動力となる従業員一

人ひとりに寄り添うことで、みんなが生き生きと働き、持てる能力を

最大限発揮できる環境づくりを目指しています。

　アイティフォーの人的資本経営は、人財の確保や育成に関連する取

り組みの一つひとつが、最終的には経営の目指す目標につながってい

くイメージを見える化し、各施策に関係する従業員全員が最終ゴール

人財の深化
多様な価値観・バックグラウンドが尊重され、一人ひとりが能力を最大限発揮できるよう、人財の活躍推進と育成に取り組むとともに、

働きがいのある未来志向の職場環境を創造します。

■基本的な考え方

■人財戦略

人財戦略 項目
実績

目標
2022年度 2023年度

女性活躍推進

女性従業員割合 18.0% 20.2% 25%

女性管理職比率 4.3% 6.7% 9%

採用した労働者に占める女性労働者の割合 26.0% 29.8% 35%

労働環境の改善

平均残業時間 17時間 14.1時間 10時間

有給休暇取得率 83.0% 81.0% 85%

男性の育児休業取得率 44.4% 57.1% 50%

従業員の心身の健康向上
ストレステスト受験率 84.0% 91.0% 100%

健康診断受診率 89.0% 92.4% 100%

離職率改善 自発的な離職率 6.0% 4.2% 6%

社内人財の教育・育成
PMP取得者数 17.3% 20.9% 20%

情報処理技術者国家試験資格取得者 75.3% 71.8% 80%

■指標および目標

■人財の深化系統図

を意識した活動をすることで、施策の実施効果を最大限に上げていく

ことを狙いとしています。

　各施策はKPIの設定とモニタリングにより定点観測を行います。KPI

についても、企業間比較が可能な指標にアイティフォーの独自指標も加

え、また、目標を達成するためのマイルストーンとしてのKPIと、当社とし

て常に維持すべき絶対水準を示したモニタリング指標としてのKPIとに

分けて管理することにより、目指すべき目標の明確化を図っています。

女性活躍推進
　アイティフォーは、女性の積極採用を進めているほか、「カムバック・

アルムナイ制度※1」の導入や時短勤務、テレワークにより、結婚や出産

などを契機に一度退職した女性もライフステージに合わせて活躍でき

るよう職場環境の整備に取り組んでいます。

　当社の業務は男女の格差なく平等に活躍の機会があることから、社

内のロールモデルとなるような女性従業員の数をさらに増やすことに

より、将来の管理職候補のすそ野拡大に努めています。

　2023年度の実績では、女性従業員割合、女性管理職比率、採用した

労働者に占める女性労働者の割合のいずれの指標についても前年と

比較して順調に伸びており、2025年度の目標達成を引き続き目指し、

取り組みを推進します。

労働環境の改善
　アイティフォーは2023年度4月より新人事制度を導入し、給与改定に

おいて正社員を対象に平均10%の月例賃金の引き上げ、扶養する子ど

も一人当たりの手当額を従来の3倍に引き上げるなど、従業員のモチベー

ションやエンゲージメントの向上策を実施しました。2024年4月におい

ても、月例賃金約6%の引き上げを実施し、新人事制度の効果を最大限

発揮できるよう、新制度のスムーズな定着と適用強化を重点施策として

取り組み、より働きがいのある職場環境の実現を目指していきます。

　ワークライフバランスについては、まず有給休暇取得に全社一丸となっ

て取り組んでいます。アイティフォーの有休取得率は、2020年度までは毎

年60%前後でしたが、有給休暇の取得を促す「アニバーサリー休暇制度※2」、

「＋1（プラスワン）休暇制度※3」などの諸制度を活用して、2022年度の有

休取得率は83%まで上昇しました。2023年度は新型コロナウイルス感染

症の5類移行などの影響および業務量増加も相まって、取得率は81%にと

どまりましたが、引き続きこの高水準を維持しつつ、新たな施策も講じながら、

有休取得率85%という目標達成に向けて取り組んでいきます。

　また、平均残業時間については、管理者への啓蒙や従業員一人ひとりの

意識改革により、2023年度は前年より3時間削減の14.1時間となりました。

　さらに、2022年度施行の出生児育児休業制度（産後パパ育休制度）

に関連し、その対象となる全男性従業員に宛て、人事部より個別に制度

の説明を実施して育休の取得を促し、2023年度の実績は政府の目標で

ある「2025年度に50%の取得率」を大きく上回る57.1%となりました。

　これらの成果が評価につながり、「ハタラクエール2024」にて、福利

厚生の充実・活用に力を入れている企業「福利厚生推進法人（愛称「ハ

タラクエール」法人）」として認証されました。

従業員の心身および社会的健康の向上
　アイティフォーは、従業員が毎日働く職場を快適な場とすることで、

従業員が生き生きと働くことができ、それが仕事の能率を上げていくこ

とにつながると考えています。その一環として、2022年12月には、本社

入居ビル12階のレイアウトを変更し、従業員一人ひとりが自由に働け、

新たな発想を生み出せる職場環境を整備しました。2023年度は所沢事

業所にて太陽光パネル設置や照明LED化など環境に配慮した改修を

行い、現在は本社ビル同様、フロアのレイアウト変更を実施しています。

　また並行して、定期的なストレステストや健康診断を従業員全員に実施

することで、従業員の心身における変化を見逃さない体制づくりを目指し、

ストレステストの受検率ならびに健康診断の受診率100%を目標としてい

ます。またグループ会社の株式会社アイ・シー・アールが、健康経営優良法

人2023に認定されました。健康経営に関する知見をグループ内で共有し、

従業員の健康を経営的な観点でとらえ、さらに積極的に行動していきます。

離職率改善
　アイティフォーにおける離職率は6〜7%台で推移していましたが、

2023年度実績は4.2%でした。

社内人財の教育・育成
　アイティフォーでは、従業員一人ひとりの成長が企業の成長にもつ

ながるという人財育成方針に基づき、従業員の教育・育成に努めてい

ます。従業員が最新の技術や知識を身につけ高度な専門性を持つこと

により、お客さまへのより良いサービスの提供が可能になると考えて

おり、階層別・業務別に焦点を絞った研修のほか、対人対応力などのコ

ンピテンシーを高めるための研修にも力を入れています。

　近年は新卒採用を強化しており、新人エンジニア研修には平均して

1,000時間以上の学習時間を確保し、従業員の就業時間の5%を自己

研鑽の時間に充てる施策を展開するなど、従業員のキャリアアップや

スキルアップを積極的に支援しています。当社はこうした教育や育成

を通して「自ら学び続ける文化をつくる」ことを目指しており、それが最

終的には仕事の高い遂行能力を有する人財の育成につながるとの思

いから、KPIでは「納期遅延の極小化」や「見積精度の精緻化」に関連

する指標もモニターしています。

ダイバーシティ&インクルージョンの強化
　アイティフォーは、ITによる新たなイノベーションを起こすためには、

多様な人財が多様な働き方をすることにより、従業員同士で刺激を与

えあう環境が不可欠だと考えています。そのために、さまざまな専門性

やスキルを持った外部の方の採用活動を積極的に行っていきます。また、

従業員に向けた兼業・副業制度やフリーエージェント（FA）制度などに

ついても、2024年度中に検討を進める予定です。シニア人財についても、

さらなるシニア世代の活力向上・活用を狙いとして、2024年度中の定

年延長制度導入決定を目指しています。

　多様な人財に多様な働き方をしてもらうことを目指す一方で、その両

輪の片方であるインクルージョンの強化、会社全体としての一体感や連

帯感の醸成も必須であると考えています。これまで、新型コロナウイルス

感染症の影響により控えていた社内イベントも再開しました。このよう

な活動を通して、継続的に従業員のエンゲージメントを高めていきます。

※1 カムバック・アルムナイ制度：出産、介護や配偶者の転勤などの理由により、または自身のキャ
リアアップなどのためにアイティフォーを中途退職した元社員（アルムナイ）の再雇用制度。
退職前の当社での勤務時間や離職時期は不問

※2 アニバーサリー休暇制度：自分の誕生日や記念日の属する月に有休を取得した従業員へ奨励金
を支給する制度

※3 ＋1休暇制度：飛び石連休の谷間の日や土日祝日を含んだ3連休の前後に有休を取得した
従業員へ奨励金を支給する制度

新たな人財を確保し、
育成していく
環境の整備

従業員
一人ひとりの力を
十分に発揮できる
環境の整備

社内人財の教育・育成

経験者採用の積極化

女性活躍推進

シニア人財の活躍

労働環境の改善

従業員の心身の健康向上

ダイバーシティ／
インクルージョンの強化

離職率改善

指標の要素分解 改善ドライバー 改善施策 左記の施策に紐づく人財戦略

従業員一人ひとりが各施策の方向性（ROICの向上）を意識して取り組む

マーケティングの強化
新規事業・商品の展開
リカーリングの
維持・向上

社員の価値創造力の
向上
経費削減

売上
総利益率

売上高
販管費率

流動資産
回転率

固定資産
回転率

売上高
営業利益率

投下資本
回転率

ROIC

■主な取り組み
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「地方創生」による社会貢献 DX推進による生産性向上、付加価値向上
事業活動を通じたソリューションを含むオープンイノベーションを活用することで、都市部と地方の格差を是正し、地域経済の活性化を目指します。 常に新しく進化するITを活用して団体・企業の生産性向上を支援するとともに、やりがいを持って働くことができる環境構築を支援します。

　日本は、総人口の減少に加え、少子化・高齢化による生産年齢人口

の減少が進む傾向にあります。これは国際競争力の低下や社会保障制

度の破綻にもつながる大きな社会問題と認識されています。原因の一

つが地方での人口の伸び悩みであり、転出超過、超高齢化は多くの地

域に拡大しています。また、大都市への人口集中は、経済活動の効率が

高まる一方で、災害発生時の大きなリスクを抱えています。

　アイティフォーは、地方と都市部がバランスよく発展することが、人々

が安心して暮らせる社会の実現につながると考えています。グループ各

社のソリューションを含むオープンイノベーションを活用することで、産

業の発展を支援すると共に、都市部と地方の格差を緩和し、地方での雇

用創出などによる地域経済の活性化に取り組みます。

　サステナビリティ委員会の配下にある3つの推進委員会の一つ、地

方創生推進委員会では、キャッシュレス決済の地域浸透、地方企業の

サイバーセキュリティ対策強靭化の推進活動を行っています。

　キャッシュレス決済の地方浸透については、キャッシュレス環境を整

備するためのプラットフォーマーとして地方銀行、地方自治体、地方百貨

店へアイティフォーのキャッシュレス決済端末の導入を推進。サイバー

セキュリティ対策強靭化については、当社のお客様である地域金融機関

や地方自治体、地方企業と、地元のSIerとの協業を支援し、当社と代理

店契約を行うなど、中小企業向けサイバーセキュリティパッケージ「ラン

サムガード」を地方企業に導入する提案を行っています。

　事業を通じた地域課題の解決のため、アイティフォーの顧客である地

方自治体、地方銀行、地方百貨店の皆様から課題や要望などをヒアリング

し、社内へ展開することで、事業部横断のソリューションを提供しています。

2023年度全国選抜小学生プログラミング大会への協賛
　アイティフォーは、「2023年度全国選抜小学生プログラミング大会」

にゴールドスポンサーとして協賛しました。次世代のIT人材育成の推

進や、すべての地域に住む子どもの才能を発掘し、地域活性化に貢献

するという主旨に共感したものです。

　2024年3月3日、全国大会当日は46組の小学生によるプレゼンテーショ

ンが行われ、アイティフォーは、スポンサー企業賞として「アイティフォー賞」

を、神奈川県代表の三澤康太郎さん（当時、小学3年生）に授与しました。ま

た、当社のフルクラウド型コンタクトセンタープラットフォーム「CXone」を

体験できるブースも出展し、多くの出場者やそのご家族の皆様にお越しい

ただきました。

　アイティフォーは今後も、将来のIT人材育成のサポートなどを通じて、

地域の発展に貢献していく取り組みを推進していきます。

　アイティフォーは、ますます発展していく新しい技術を活用して団体・

企業のDX推進を支援し、共に生産性向上に取り組むことで、一人ひと

りが自分に適した仕事に就き、やりがいを持って働くことができる環境

の構築を支援します。現在提供している技術に限らず、進化する他社の

新しい技術をも取り入れて自社サービスと組み合わせることで、地域

の企業のみならず社会インフラを構築、提供していきます。

ブロックチェーンを活用した「Digital Safe」
　アイティフォーの「Digital Safe」は、ブロックチェーン技術を活用した

電子的な貸金庫サービス。大切な情報をデジタルでお預かりすることで、

紛失や消失のリスクを減らし、もしものときには大事な人にだけ確実に情

報を共有できるサービスを目指して、実証実験を進めています。

　Digital Safeには以下、3つのポイントがあります。

⑴デジタルデータをアプリで保管

銀行口座保険、サブスク情報、ログインID、医療、ペットなど、大切な

情報をデジタルデータで保管します。

⑵万一のときも安心、指定受取人へデータ引き渡し

万一の場合、あらかじめ指定した受取人（家族、親族など）に確実に

データを引き渡します。

■基本的な考え方 ■基本的な考え方

■地方創生推進委員会の取り組み

■主な取り組み

■主な取り組み

地方創生に関するその他さまざまな取り組み
　「地方創生」に資する取り組みの一環として、内閣府・内閣官房が推進

する「地方創生テレワーク推進運動」の趣旨に賛同し、当運動への参加

表明として2023年に「Action宣言」を実施しました。アイティフォーは

大阪、名古屋、福岡、沖縄に拠点を持ち、首都圏の仕事を地方拠点で実

施することが、地方における雇用創出につながっていることが、Action

宣言のテーマに沿った取り組みとなります。この他各拠点の地元の大

学における積極的な新卒採用活動や、BPO事業においては、地元での

雇用を創出するとともに、雇用した人財の育成を目的とした研修や応対

品質のコンテストを実施するなど、雇用の面からも地方創生に向けた施

策を継続しています。また、震災復興や地域のIT/DX推進に役立ててい

ただくため、企業版ふるさと納税に関しても、積極的に行っています。

地域の小中学校との交流
　アイティフォーでは、2023年10月3日から3日間、本社にて東京都千

代田区立神田一橋中学校の生徒4名を受け入れ、職場体験学習を実

施しました。地方創生を掲げるアイティフォーの地域貢献活動の一環

として行った初の試みです。生徒の皆さんは、ビジネスマナーの基本と

して名刺交換を学んだほか、当社の製品であるキャッシュレス決済端末

「iRITSpay」のデモ等を通じて、アイティフォーの事業を学ぶ体験をし

ていただきました。

　また、千代田区が区内の小学生に向けて作成したパンフレット「お

仕事ノート」にも、アイティフォーの仕事内容が紹介されました。

「ResorTech EXPO 2023 in Okinawa」への出展
　アイティフォーは昨年に引き続き、「ResorTech EXPO 2023 in 

Okinawa」に出展。オープンイノベーションによる地方活性化ソリューショ

ンとして、地域の中小企業の皆様に向けたランサムウェアをはじめとす

るサイバーセキュリティ対策を支援するツールと、キャッシュレス推進

による地域活性化、ならびに人財不足解消の手助けとなるソリューショ

ンである、ショーケース（無人販売システム）をご紹介しました。特にショー

ケースについては、地元新聞社の記事や地元ケーブルテレビで取り上

げられるなど、多くの地元企業の皆様に関心を持っていただけました。

従業員へのプレゼンテーション
「アイティフォー賞」を受賞した三澤康太郎さんが、アイティフォー本社にて
受賞作「数学牢獄からの脱出」を披露してくださいました。当日は本社の従
業員100名余りに加え、大阪・福岡などの拠点の従業員もリモートで視聴。
三澤さんの数学やプロ
グラミングへの深い理解
と、楽しみながら熱意を
持って取り組んでいるこ
とが伝わる発表に、大き
な拍手が送られました。

⑶万全のセキュリティ

ブロックチェーン技術の特性である耐改ざん性を取り入れ、データ

を安全に保管します。

　Digital Safeは、熊本県の「令和5年度web3等先端技術を活用した

DX実証事業委託業務」に係る公募型企画コンペで採択され、2023年

7月から2024年3月まで実証業務を実施しました。

　このようなサービスが求められる背景には、金融機関における店舗

数の減少による顧客タッチポイントの変化や、デジタル遺産の社会問

題化などが挙げられます。アイティフォーでは、財産価値のあるデジタ

ル資産を含めたパーソナルデータを、簡単に整理・保管・共有できる仕

組みを提案することで、これからの時代に合わせた技術の開発や、さら

なるDXの推進を展開していきます。

管理本部における取り組み
　アイティフォーの管理本部では、DX推進に関する方針を

・管理本部内で進行中のDX化の取り組みについて可視化する

・各自がDX推進の意識を持ち、業務の中で課題発見に努める

・各部署との連携や調査は、DX推進リーダーが窓口となり、行う

として、社内のDX推進やDXによるディーセントワークの実現によって、

生産性向上を目指しています。2023年度は、各部署でのDX化にとも

なう課題の洗い出しや施策・指標の検討からスタートし、各部署ごと

の取り組みのテーマを設定しました。2024年度中には具体的な指標

を設定し、さらに取り組みを加速化する予定です。

■Digital Safe概念図
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役です。監査等委員である取締役は、定款で員数を５名以内と定めて

おり、現在の員数は3名、うち2名は社外取締役です。経営の意思決定・

監督機能と業務執行機能を分離し、経営環境の変化に迅速に対応す

るため、執行役員制度を導入しており、取締役および執行役員で構成

される業務執行委員会において業務執行方針に関する意思決定を行い、

機動的な業務執行を確保しています。取締役の指名・報酬等に関する

手続きの透明性と客観性を高めるために、取締役会の任意の諮問機

関として委員の過半数を独立社外取締役で構成する指名・報酬委員会

も設置しています。

取締役会
　取締役会は、株主に対する受託責任を認識し、当社グループの持続

的成長と中長期的な企業価値の向上に責任を負います。また、その責

任を果たすため、当社の目指すところを確立し、経営戦略および経営

計画その他当社の重要な業務執行について、当社が直面するリスク

評価を踏まえ、当社のために最善の意思決定を行います。取締役会は、

適切なリスクテイクを支える環境整備を行うほか、独立した客観的な

立場から、取締役の業務執行に対する実効性の高い監督を行います。

　アイティフォーは、「『寄り添うチカラ』で人々の感動と笑顔を生み出す」

という経営理念のもと、透明・公正な経営体制を構築し、迅速・果断な

意思決定に基づく効率的な業務執行を推進していくこと、また適時適

切な情報開示を実施することが、コーポレート・ガバナンスの基本であ

ると認識しています。この基本的な考え方に基づき、アイティフォーグルー

プの「コーポレート・ガバナンス基本方針」を定め、コーポレート・ガバ

ナンスの実効性を確保し継続的な充実を図ることを通じて、当社グルー

プの持続的な企業価値の向上を目指します。

　アイティフォーは、取締役会の監督機能を強化し、コーポレート・ガ

バナンスの充実を図ることを目的として、監査等委員会設置会社の体

制を選択しています。取締役（監査等委員である取締役を除く）は、定

款で員数を20名以内と定め、現在の員数は6名、うち1名は社外取締

経営基盤の強化
持続的な企業価値向上の実現には、経営基盤の強化が不可欠です。
アイティフォーは、情報セキュリティを含むリスクマネジメントやコンプライアンス体制、それらを推進するコーポレート・
ガバナンス体制の強化を最優先事項として取り組みます。

基本的な考え方

体制

■コーポレート・ガバナンス体制図 ■スキルマトリックス
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オフィス効率化・
環境整備推進委員会

品質・安全管理推進委員会

経営監視

※各取締役に期待する分野を最大５つまで記載しています。なお、一覧表は各取締役の有するすべての知見・経験を示すものではありません。

　2023年度は、取締役会を21回開催しました。

監査等委員会
　監査等委員会は、取締役会と共に監督機能を担い、取締役の職務執

行を監査する法定の機関です。期初に決定した監査方針、監査計画に

基づき、当社グループの内部統制システムの構築・運用の状況を監視

および検証し、当社の取締役会の審議においてその監査活動に基づい

た情報を活用するなど、能動的・積極的な役割を果たします。また社外

取締役が情報収集力の強化を図ることができるよう、社外取締役との

連携を確保するほか、会計監査人および内部監査部門と十分な連携

を行います。さらに、会計監査人が株主・投資家に負っている責務を認

識し、会計監査人を適切に選定・評価するための基準を策定するほか、

会計監査人の独立性と専門性を有しているかについての確認など、適

正な監査の確保に向けて適切に対応します。

　監査等委員会は原則として月1回以上開催しており、2023年度は

17回実施しました。

指名・報酬委員会
　取締役の指名・報酬等に関する手続きの透明性と客観性を高めコー

ポレート・ガバナンスの一層の充実を図るために、取締役会の任意の

諮問機関として設置。取締役会の決議によって選任された3名以上の

取締役で構成し、過半数を独立社外取締役、委員長を独立社外取締役

とする方針を定めています。取締役会から諮問を受けた事項について

審議し、取締役会に対して答申を行っています。

　2023年度の開催回数は、4回でした。

業務執行委員会
　取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるため、業務執行

に関する基本的事項および重要事項に関わる意思決定を機動的に行っ

ています。

　原則、月２回開催し、取締役および執行役員をもって構成。2023年

度の開催回数は、22回でした。

サステナビリティ委員会
　サステナビリティの取り組みを進化、拡大すべく、代表取締役社長を

委員長とし、3名の取締役が副委員長を務めるサステナビリティ委員

会を設置しています。委員会の活動は、半期に1度取締役会へ報告し、

必要に応じて指示を受けます。委員会で決定された事項は、当社およ

びグループ会社に指示。それぞれが連携しながらグループ一丸となっ

てサステナビリティ活動に取り組み、ESG経営を推進しています。

　当社は、取締役会の機能を向上させ、さらには企業価値を高めること

を目的として、取締役会の実効性に関する分析・評価を実施しています。

　2023年度の評価結果の概要は、次ページのとおりです。

■コーポレート・ガバナンス

氏名 役職 経営経験 ESG・
サステナビリティ

マーケティング・
事業戦略

IT・
インフラ技術 業界知識 国際性・

多様性
法律・リスク
マネジメント

財務会計・
M&A

佐
さ と う

藤 恒
つねのり

徳 代表取締役社長 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

坂
さ か た

田 幸
こ う じ

司
代表取締役専務執行役員
技術開発本部長 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

大
おおえだ

枝 博
ひろたか

隆
取締役常務執行役員
事業本部長
流通・eコマースシステム事業部長

◯ ◯ ◯ ◯ ◯

中
なかやま

山 かつお
取締役執行役員
管理本部長 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

河
こ う の

野 一
かずのり

典
取締役執行役員
決済ビジネス事業部長 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

阿
あ べ

部 和
わ か

香 社外取締役 ◯ ◯ ◯ ◯

本
もとやま

山 昌
まさひと

人
取締役
常勤監査等委員 ◯ ◯ ◯ ◯

佐
さ と う

藤 　誠
まこと 社外取締役

監査等委員 ◯ ◯ ◯ ◯

小
こいずみ

泉 大
だいすけ

輔
社外取締役
監査等委員 ◯ ◯ ◯ ◯

取締役会の実効性評価
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内には相談したくないという場合も想定し、社外サービスを活用した

窓口も設置しています。

　情報セキュリティの体制・方針、品質向上維持体制・方針、BCP、内

部統制の体制と状況の開示を行うことで、リスクマネジメントの体制

を強化します。

　コンプライアンス・リスク管理委員会では、情報セキュリティ面、環

境面、労働衛生面、製品安全面、品質面等で有するリスクを分析し、リ

スク管理に関する規程に基づき、そのリスクの軽減に取り組んでいま

す。また、その下部組織として「セキュリティ推進委員会」、「オフィス効

率化・環境整備推進委員会」、「品質・安全管理推進委員会」を常設し、

定期的に委員会を開催。各委員会が専門的な立場から、業務運営上の

リスクを分析し、リスク管理の浸透を図っています。

　コンプライアンスやリスク管理全体を統括する組織として、「コンプ

ライアンス・リスク管理委員会」を設置しています。平時においては、コ

ンプライアンス違反や、そのほかの経営リスクの発生原因を追及し、予

防または再発防止に向け規程や社内ルールの見直し等の対策を検討・

実施します。また、災害などが発生した場合には、迅速かつ適切に対応

するために、代表取締役社長を本部長とする「緊急対策本部」が統括し

て危機管理にあたります。

　さらに、下部組織として「セキュリティ推進委員会」、「オフィス効率化・

環境整備推進委員会」、「品質・安全管理推進委員会」を設置しており、

各委員会が、専門的な立場から業務運営上のリスクを分析し、「コンプ

ライアンス・リスク管理委員会」に報告します。

　日々の業務の中で従業員がコンプライアンス違反になるのか疑問を

感じたとき、問題となりそうな行為を見かけたときなどに積極的に相

談ができるよう、メールと専用電話での窓口を設置しています。また社

論できるよう、必要十分な情報と事前説明が経営陣および取締役会

に適時に報告・共有される体制のさらなる強化を図る。

　当社の役員報酬は、当社および当社グループの持続的成長と中長期

的な企業価値増大に向けて優秀な経営陣の確保・リテンションと動機付

けに資することを目的とし、業績との連動性を適切に保ち、健全なインセ

ンティブとして機能する、透明性と客観性を備えたプロセスにより決定

されることを基本方針としています。

報酬体系
　当社の役員報酬は、基本報酬と業績連動報酬で構成され、同業また

は同規模の他企業との比較、当社の財務状況および個人の貢献度を

踏まえて取締役会で審議し、決定。社外取締役および監査等委員であ

る取締役には、業績連動報酬等の変動報酬は相応しくないため、「基

本報酬」のみの支給としています。

　また、業績連動報酬は、短期業績に基づき変動するインセンティブ

報酬である月次報酬、中長期のインセンティブ報酬である税制適格ストッ

クオプション（非金銭報酬等）および業績連動型株式報酬である株式

交付信託（非金銭報酬等）から構成されます。月次報酬は各事業年度

の親会社株主に帰属する当期純利益の目標値に対する達成率に応じ

て算出された額を支給します。

　当社グループでは、法令や内部規程を遵守することで、社会から信頼

される企業となるため、良識を持って行動します。

①分析・評価の方法
　取締役会を構成する全取締役を対象に、外部機関のサポートを受け、

以下の内容についてアンケート形式での調査を実施し、外部機関から

の集計結果の報告を踏まえた上で、取締役会において分析・評価を行

うとともに、今後の取り組みなどについて審議しています。

②評価結果
　アンケートの集計結果を基に、分析を踏まえて取締役会で審議した

結果、取締役会の運営、意思決定・監督については概ね適切に機能し

ており、「取締役会の実効性は概ね確保されている」と評価しました。

③今後の取り組みについて
　取締役会での意見交換の結果、今後も継続的に取り組むべき課題は、

次のとおりと認識しています。

⑴資本コストや株価を意識した経営の実現に向け、自社の資本コスト

や資本収益性の内容や市場評価の分析・評価を行い、改善方針の策

定と課題に対する議論の充実を図る。

⑵全取締役に必要な知識習得の機会を提供するとともに、経営幹部候

補人財の多様性確保と計画的に強化・育成する取り組みにより、経

営の質的向上を図る。

⑶取締役会の審議内容が重要度を増しており、さらに迅速・適切に議

■コンプライアンス
基本的な考え方

体制

体制

コンプライアンス相談・通報窓口

役員報酬

■想定される主なリスクとその対応

■役員報酬制度の概要

リスク項目 リスクの概要 主な対応

自然災害等
大地震等や災害による
停電・通信回線の障害等による
業務停止

データセンターを東京と大阪に設置しており、大規模地震等を想定した事業継
続計画（BCP）の整備、安否確認システムの導入、耐震対策、防災訓練等を実施
する。

システム(商品)開発、
品質管理

品質上のトラブルによる
追加コストや損害賠償の発生

「ISO9001(2015年版)」の認証を取得し、品質マニュアルおよび品質目標を設定
することにより、品質管理の徹底を図る。また「ISO27001(2013年版)」の認証を
取得し品質保証を行うとともにサービスの向上に努め、顧客の満足度を高める。

情報セキュリティ 重要情報の流出
事業部長が情報管理責任者となり、担当部門内のセキュリティ管理を徹底する。
また、プライバシーマークの認証取得に加え、入退室管理システムやPCの操作
ログを見える化する「CATサポーター」を導入するなど、情報管理を徹底する。

競合 競合激化による価格下落の発生

長年の事業経験で大きな強みを有する、地域金融機関向けシステムや流通・小
売業向けシステムなどを事業戦略分野に設定。それらに集中することで、他社に
比して優位なシステムノウハウを蓄積しつつ、独自のソリューションとネットワー
クインフラを含む、ハード・ソフトのトータルサービスを提供して、差別化を図る。

為替相場の変動 為替相場変動によるコストアップ
先物為替予約取引を、外貨建買掛金等および発注高の範囲で行う。先物為替予
約取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行を選定し、信用リスクの
軽減を図る。

感染症拡大

感染の再拡大や長期化による
受注活動への制約、ソフトウェア開発の
遅延、サプライチェーンの混乱による
遅延の発生

テレワークなどの勤務体制の変更等働き方改革を推進。また、サプライチェーン
管理の一環としてお客様の要請に合わせ必要最小限の調達を実施することで、
無駄な輸送、在庫、廃棄の発生を防ぎ、業績への影響も最小限とする。

取締役会の構成
社外取締役（監査等委員含む）の
パフォーマンス等

取締役会の実効性
モニタリング機能、株主（投資家）との対話、
指名・報酬委員会の運営等

取締役会の運営
議論、取締役（監査等委員含む）に対する支援
体制、トレーニング、ご自身の取り組み等

その他 総括

固
定

● 取締役の役位、職責に応じて定額を支給。
● 監査等委員である取締役の報酬額は、各監査等委員の協議により決定。

変
動

短期
インセンティブ

報酬
（月次報酬）

● 業績連動報酬の総額 ＝ 親会社株主に帰属する当期純利益※1×8.0%（上限）×全社業績評価係数

● 個人別支給額の算定方法 ＝ 業績連動報酬の総額×

中長期
インセンティブ

報酬

税制適格
ストック

オプション

2017年6月21日の定時株主総会において決議し、役職に応じた一定数を付与。約2年の待機期間後、1年間
に付与された数の20%まで行使可能であり、行使期間は2024年9月15日までの5年間。

業績連動型
株式報酬

取締役の報酬と当社の業績および株式価値との連動制を明確にし、取締役が株価の変動による利益・リスク
を株主と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることが目的。
本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」という）が当社株式を取得し、当社
が各取締役に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に交付される。

※１ 親会社株主に帰属する当期純利益がマイナス（損失）の場合は0円。
※２ 各取締役の個人業績指標に対する成果・貢献割合に応じて0～150%の範囲で定める。

■リスクマネジメント
基本的な考え方

役職ごとのポイント×個人業績評価係数※2

役職ごとのポイント×個人業績支給係数※2の総和
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供していくことで、まだまだ伸び代が大きくなると思います。

佐藤：キーワードは「地方」だと思います。実際に、ある地域金融機関と

の太いつながりの中で創出した事業もありますね。お客様企業のその

先にいる社会の人々の日々の生活では、常に新しいニーズが生まれて

います。そういったニーズをお客様を通して吸収することで、新しいビ

ジネスの種を生み出すことができるのではないでしょうか。

小泉：毎年6月、取締役会の実効性に関する評価結果の概要が上がっ

てきますが、例えば2023年度の結果では、「経営戦略、経営計画の決

定に当たって、収益力・資本効率等を意識した十分な議論の実施」、「取

締役の報酬制度」、「取締役の職務執行にあたり必要となる情報が適

切に提供される体制」などが高く評価されています。その一方で、「後

継者計画の策定・運用への関与」、「取締役会開催前における審議事項

の事前説明のタイミングや内容」という項目が例年、課題として挙がっ

ています。早期に改善を図るべきだと思っています。

　私自身の感想としては、非常に透明性が高く、さまざまな情報が開

示され、また議論も自由闊達に行える良い取締役会だと思います。会

社によっては、役員の発言が少なく、活発な意見交換がなされず、形骸

化してしまっている取締役会もあります。

佐藤：ステークホルダーの皆様からの当社に対する期待はここ数年大

きく変化しており、企業の経営を見る基準、ハードルは徐々に上がって

います。それに対応し、当社のガバナンスの体制も少しずつ成長し、良

い方向に変化してきました。

　しかし、ガバナンスの強化改善には終わりがなく、課題もいくつか残っ

ています。この1年を振り返ると、特に取締役会で議論が必要な重大な

事案について、共有のスピードが少し遅いのではと感じることがありま

した。情報共有のスピード感は、私たち社外取締役からも働きかけを

させていただきますので、ぜひ改善していきたいと考えています。

本山：情報共有のスピード感については私も懸念を持っており、皆様から

もご意見を伺いたいと思っていたところです。何か生じた際には、いかに

早く情報共有し、対策、初動を決めるかが大事ですので、オンライン会議ツー

ルなども活用し、スピードアップしなければ、というのは大きな反省点です。

阿部：私も社内の業務執行委員会に入らせていただいた際に、意思決

定のスピードや効率化についてはまだまだ課題があると思いました。

佐藤さんがおっしゃるように、透明性は高くて良いのですが、一方で、

執行への権限委譲が少し足りないと感じます。ある一定のレベルの業

務は部門に意思決定を任せれば、事業のスピードを上げることができ

ると思います。

本山：こちらに、2021年からアイティフォーの社外取締役に就任され

ている阿部和香さん、続いて2015年から社外取締役である監査等委

員に就任されている小泉大輔さん、佐藤誠さんと、ご多用のところお集

まりいただき、誠にありがとうございます。本日は、取締役常勤監査等

委員を務めております本山がファシリテーターをさせていただきます。

　最初のテーマとして、社外取締役の皆様より当社の強み、そして、今

後の成長に向けた課題というところをお聞かせ願いたいと思います。

阿部：私から見たアイティフォーの大きな強みは、日本の都道府県の

ほぼすべての地域に自治体、金融機関といった顧客をお持ちであるこ

とだと思います。一方で、私自身、企業広報、IR、の経験があるので、そ

の視点から気にかかっているのが、これだけ圧倒的なマーケットシェ

アを持っているにも関わらず、知名度、認知度が高くないということです。

社外取締役鼎談

アイティフォーの成長を支える
ガバナンスのあり方とは？

社外取締役
（監査等委員） 佐藤 誠

取締役
（常勤監査等委員）

ファシリテーター

本山 昌人

社外取締役
（監査等委員） 小泉 大輔 社外取締役 阿部 和香

2 アイティフォーの
ガバナンスの評価と課題

これが一つの課題かなと考えています。新聞などの紙媒体の広告宣伝

活動は一部されていますが、SNSなどの若い世代向けの宣伝が少ない

ので、採用においても少しハンディとなる懸念があります。

小泉：私は少し別の視点でアイティフォーの強みを考えています。失わ

れた30年といわれている中で、日本が世界での地位復活をするには、

全体で生産性、効率性を向上し、付加価値を生み出していくことが重

要となります。アイティフォーは、まさに生産性、効率性を上げて社会

課題を解決するソリューションを提供する会社ですので、時代にマッ

チしており、日本が求めているものを提供できる会社だと思っています。

一方、課題としては、高いポテンシャルを持っていながら、まだまだその

力を発揮し切れていないこと。一人ひとりの人材は素晴らしいのですが、

事業部制の中で部門間の連携が少々不足している、あるいは全体最適

を目指せるところが部分最適で留まってしまっている、そういった点に

どう取り組むのかが今後の課題だと思います。

佐藤：お二人の挙げられた強みと課題は今のアイティフォーの姿を

正しく捉えられていますが、それらに加えて、当社の最大の強みは、

ネットキャッシュフローを稼ぐ力だと感じています。同業種、同規模

の他社様と比較しても非常に強いものがあります。そして、強みの裏

返しとして、稼いでいるキャッシュをどう使っていくのかを、投資家の

皆様は見ています。今までも必要に応じて、M&Aで他社を傘下に入

れたり、新規事業に投資をしたりしてきましたが、稼ぐ力に比べて、将

来の成長につながる投資が十分とはいえません。機会を捉えつつ、議

論はしているものの、結果として最終的な投資になかなか行き着か

ないケースも見られました。もし使い切れない部分があるなら、株主、

投資家の皆様に還元していく必要もあるのではないでしょうか。積み

上がったキャッシュの最適な使い方を検討することが課題ではない

かと考えております。

本山：御三方のご意見、大変ありがたく思います。社会的知名度、事業

部制における横連携といったご指摘については私も課題と感じ、たび

たび会議でも発言しております。また、佐藤さんのご指摘のように石橋

をたたいても渡らないではなく、次の陸地に向かって橋を架けることを

当社も考えていかねばなりません。

小泉：企業も、人も同様ですが、ビジネスチャンスを活かせる人と活か

し切れない人がいます。例えば、郵便ポストは全国各地にたくさんあり

ますが、意識しないとどこにあるかに気づけないものです。もっと言えば、

手紙を書いて出そうと思わないと気づかない、つまり、チャンスを見つ

けることも意識付けとアンテナが重要なのです。

阿部：アイティフォーの強みは長年の自治体、金融機関との深い信頼

関係です。そこから生の現場のニーズを吸い上げることができています。

ビジネスチャンスを見つけ、アイティフォーグループ全体で、海外の取

引先などのリソースを上手にマッチングしてお客様に新しいものを提

1 社外取締役から見た
アイティフォーの強みと課題
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本山：ご指摘の通り、一部の業務手続きが依然として紙ベースで、電子

によるワークフロー化も導入途上となっており、社内でも問題視してい

ます。当社は2033年を基準年とする成長戦略を掲げましたので、そこ

に向かって社内改革を進めなければと認識しています。

小泉：従業員が「今の現場に費やしている時間」と「未来のことに費や

している時間」のデータを取るというのも一つの方法です。未来に使う

時間が多いほど、その会社は成長性があると言えます。また、AIを導入

して実際の会議の効果測定をしてもらい、無駄がある、ミスが多いなど

の指摘をもらう技術を導入している会社もあります。先端ツールを使って、

日常の会議や業務フローの効率化ができれば、従業員が未来のことに

費やす時間が増え、企業の成長性の向上につなげることができるのです。

本山：当社は2015年から監査等委員会を、2021年に指名・報酬委員

会を設置いたしましたが、2023年度の主な活動についてお聞きしたい

と思います。

佐藤：監査等委員会は、月1回から3回程度のペースで、内部監査室に

ご協力をいただきながら、かつ会計監査人である監査法人の皆様から

のご助言などをいただきながら運営しています。

　コロナ禍の前後で少し違っている面がありまして、コロナ禍前は内

部監査室の皆さんと、対面で雑談も含めて話す機会が多くあったので

すが、最近はオンライン会議がかなり増え、議論すべきことは議論して

いても、日常のちょっとした会話がかなり減ってしまいました。本山委

員長にはお話ししましたが、できるだけ対面を増やすべきかと考えて

います。

小泉：監査等委員会はアイティフォーグループの内部統制、業務の適

正性、妥当性に資するところを見るわけですが、佐藤さんも感じられた

ように、私も雑談はとても重要だと思っていました。わずかな変化が大

きな状態の変化をもたらすという、バタフライエフェクトではないですが、

会話に出たちょっとした出来事が「こんなリスクにつながっていきませ

んか？」「ちょっと調べてみましょうか？」とリスクを未然に防止するこ

とにつながるケースもあります。オンラインの場合でもフリーな時間を

設けるのも良いのかもしれないですね。

本山：非常に重要な視点だと思います。実現に向けてスピード感を持っ

て取り組みます。

佐藤：指名・報酬委員会については、小泉さんと私が持っていた課題と

して、当時の役員報酬の決め方がブラックボックスになっていたことが

あり、指名・報酬委員会があった方が良いと提案させていただきまし

た。業績連動報酬等の考え方の導入や、役員への昇格人事についても

委員会で議論していくべきだと提案しています。そのようなディスカッ

ションの場ができたことは非常に良いことだと認識しています。現在は

年数回の開催ですが、会議の頻度も改善の余地があると思います。

小泉：経営陣の報酬については中長期的な会社の業績や潜在的リスク

を反映させ、健全な企業家精神の発揮に資するようなインセンティブ

付けを行うべきであるとガバナンスコードで示されています。当社の指

名・報酬委員会では、執行役員のスキルマトリックス検討、取締役候補

者の検討、昇格人事のなどを議論し、昨年度は、業績連動型株式報酬

制度についての検討に入り、年々、あるべき姿に近づけています。

阿部：たいへん透明性の高い議論がされていて、素晴らしいと思います。

一方で、実務的なところで、精緻にしようとし過ぎてパラメーターが増

えてしまい、報酬額の決定が非常に難しいという課題があります。現在、

改善を図っていますが、逆に定量化できないところは定量化しないといっ

たように切り分けることで、さらに透明性と客観性が上がるのではな

いでしょうか。

本山：皆様のおかげで、各委員会が透明性を持って運営されており、

誠に感謝しています。佐藤さんのおっしゃるように、次のステップに移

行する時期だと思っておりますので、事前に検討課題のポイントや開

催頻度などの検討を図っていけるように提言していきましょう。

佐藤：2024年度から新中期経営計画が始まりましたが、この中期経営

計画を作るに当たっては10年後の当社の姿をまず見定めた上で、そこ

からバックキャストしていく形で策定されました。非常に良いやり方だ

と思います。また、10年後に取締役会の席に座っているのは私たちで

はありませんので、中堅や若手の方々が参加された上で議論の積み上

げも行いました。そうやってでき上がった中期経営計画には、当社が

10年後どうなっていたいのか、そのためにこの3年間で何を行うかがはっ

きりとうたわれています。まずは、この中期経営計画の達成に向けて頑

張っていくことが、今後の持続的な成長につながると考えています。

　また、今後も、私たち社外取締役と社内取締役の皆さんが良い意味

で緊張感を持ち続けたいと思っています。社外取締役は、少し言葉が

きついかもしれませんが、きちんとけん制していかなければなりませんし、

社内取締役の皆さんは、経営の役割分担と相互けん制を受けながら成

長に向かって取り組んでいただかなければいけません。

小泉：私は、経営は車の運転に似ていると思います。経営環境において

は突然、急カーブが見えてきたり、崖があったり、そんな時は適切なタ

イミングでブレーキを踏んで、スピードを調整します。ガバナンスには

そもそもブレーキ的な機能がありますが、ブレーキを踏むだけでは車

は動きませんので、アクセルも必要です。ブレーキとアクセルの両方をしっ

かりと踏める状況にすることが非常に重要だと思います。

　また、コンプライアンス、法令がますます厳しくなり、常識が変化して

いく中で、取締役、監査等委員も含めて適切な知識を持つことが非常

に大切だと思います。日々、変わっていくことは常に勉強し、情報共有

する場がガバナンスにおいてとても重要です。

阿部：小泉さんに倣って例えますと、車の運転は、いきなりはできな

いので、練習する必要があると思います。将来の取締役の方が、取締

役会が何をするところかも分からないとなると、立ち往生しかねま

せん。取締役候補の方に関しては、早めに取締役会や経営のコアな

部分を学んでいただくことで、シームレスな引き継ぎが実現可能に

なります。

本山：本日は、多岐にわたるご意見、ご指摘をいただき、非常に貴重か

つ有意義な時間となりました。最後に当社に期待することを皆様から

お聞かせください。

小泉：私は今まで世界63カ国ほどの国を巡り、幸せと言われている会

社を訪問し研究しております。イリノイ大学のエド・ディーナー教授に

よれば、幸福度の高い従業員が働く会社は、そうでない会社と比較し

て、生産性は31％、売上は37％高く、創造性いわゆるイノベーションに

おいては3倍も高いそうです。私が訪問した幸せな会社の社員の方々

にお話を伺うと、みな笑顔で、「月曜日に会社に行くのが楽しい」と回答

が返ってきます。実際、働く人が幸せな会社は、離職率も低く、業績も

伸びています。アイティフォーも、従業員が楽しいと思って、自分ごと化

して働ける会社になったら良いなと思っています。

阿部：そうですね。アイティフォーが行うソリューション提案は、AIなど

が取って代わることができない価値のあるビジネスだと思います。そし

て、設備投資がそれほど大きくない産業なので、いかに人財を大切に

していくかが重要です。佐藤社長の強いリーダーシップで、従業員の皆

さんの幸せや働く環境の改善に今取り組んでおられますが、それを見て、

私もとてもハッピーに感じています。

佐藤：私は、日本が人口減少社会になり、いずれの企業も存続が難し

い時代の中で、地方に強い基盤を持ち、地域の皆様をネットワーク化

できるアイティフォーは、これから先も世の中から必要とされる企業です。

株主・投資家の皆様であれ、従業員の皆さんであれ、やはり社会に必要

とされる会社であり続けることがステークホルダーにとって最も大切

です。私自身、役員という立場で、それを深く、強く考えていかなければ

と思いますし、社会の期待に応え、約50年後に100周年を迎えられる

よう、ぜひ、大きく成長していってほしいと思っています。

本山：皆様、本日はありがとうございました。

3 監査等委員会、指名・報酬委員会の
活動状況

4 今後の成長を支える
ガバナンスのあり方

5 アイティフォーに期待すること

➡P.66【■コーポレート・ガバナンス体制図】参照
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■非財務情報

12年1ヶ月
11年
2022年度

457人
2022年度

26.0％
2022年度

44.4％
2022年度

83％
2022年度

100％
2022年度

5.8％
2022年度

89％
2022年度

平均勤続年数

494人
従業員数（単体）

29.8%
2023年度採用者に占める女性の割合

57.1%
男性の育児休業取得率

81%
有給休暇取得率

100%
復職率（産後休暇・育児休暇取得者の復職率）

4.2%
自発的な離職率

92%
健康診断受診率

2024/3月期


